
１. はじめに

２. 流通革命と寡占
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1. はじめに

アダム・スミスが指摘したように､ 分業によって労働生産性が高まり､ 経済

社会の発展が実現した｡ 企業においても､ 合理的な分業が必要となる｡ 企業と

前企業との区別は､ 生業性からの脱却に依存している｡ 企業として､ 存続・発

展するためには､ 生業性から脱却し､ 積極的に資本蓄積を志向し､ 革新と企業

的発展を試みる必要がある｡ 人は､ 本来､ 交換性向をもつ(1)｡ 交換は､ 人類の

誕生と同時に､ 存在した｡ 人は､ 余剰物を互いに交換することによって､ 生活

の不足を補い､ 生活を行う｡ こうして､ 社会の中に分業が形成される｡ このよ

うな剰余生産物の交換の場として市が成立し､ 一般交換手段としての貨幣が出

現した｡ 貨幣の出現は､ 分業と交換を大きく進展させた｡ ここで､ 交換して受
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け取るものは､ 自分にとって､ 相手に渡すものよりも価値がある｡ この交換の

仲介者の機能を担当するのが､ 商人である｡ 商人の存在によって､ 社会的分業

が可能となる｡ 商業の歴史は古く､ シュンペーターは､ ｢商企業は初めは常に

工業の企業と共存し､ もちつもたれつの関係にあった｡ 定期的に商取引される

商品は､ 盗品売買は別として､ 商人の需要に合わせてどこかで生産されなけれ

ばならない｡ 両者の相対的重要性および商企業の種類､ すなわち技術面での専

門教育の高さと専門化している度合い－たとえば卸売企業なのか小売企業なの

か､ 商企業なのか輸送企業なのか－これはケースごとの必要性に応じて決まっ

てくる｡ 商企業は､ 工企業に対して相対的に大きな重要性を占める｡ …それゆ

え､ 我々には､ 商企業は､ 企業の 『本源的』 形態であるように思われる｡ 『商

業が企業を産み出した』 と言ってよい｣(2) としている｡

中世社会の経済的基礎は､ 土地であり､ 商業は衰退した｡ 中世社会は､ 共同

体を基礎として形成され､ 社会的サービスは､ 共同体によって供給される｡ し

かし､ 貨幣は､ 中世社会の共同体を徐々に解体していった｡ 最終的に､ 市民革

命によって､ 封建体制は崩壊し､ 資本主義体制が成立し､ 市場の役割が高まり､

すべてのものが商品化する(3)｡ 資本主義においては､ 相互扶助サービスよりも､

市場を利用したほうが経済的であり､ 本来的な家庭や地域社会の機能 (サービ

ス・看護・介護・教育) までもが商品化し､ さまざまな部分市場 (労働市場・

サービス市場) が形成される｡ 商業は､ 交換を仲介する機能であり､ 中世にお

いては､ 大商人が､ 工業を販売・金融面において支配した｡ 中世において､ と

りわけ大商人は､ しばしば､ 投機・冒険・暴利・高利貸しなどの冒険商人とし

ての特徴を有していた｡ 大商人は､ 輸送・保管､ 金融などを兼営して､ 経済を

支配した｡ 資本主義に移行すると､ 工業が成長したが､ 生産力を高め､ 資本主

義の発展を主導する力をもつようになった産業資本と､ 依然として非効率な流

通との不適合の解消が､ 資本主義にとっての課題となった｡

マルクスが､ 命がけの飛躍(4)､ ドラッカーが､ 顧客の創造(5)としたように､

企業にとって､ 販売は､ 生産物の価値を実現するために､ 決定的に重要である｡

― 120 ―



資本主義では､ 生産された商品は､ 販売される必要がある｡ 資本循環において､

販売は､ 末端の位置にあり､ 販売によって､ 企業は､ 再び､ 生産過程に入るこ

とが可能となる｡ 販売が円滑に実現されれば､ 資本循環の期間が短縮し､ 企業

の活動は活性化し､ 利益は増大する｡ 資本循環の末端に位置し､ 販売を円滑に

行い､ 価値を実現する機能が小売業である｡ 人類の歴史は､ 分業と労働生産力

の向上の歴史であった｡ 人類の歴史とともに､ 新しい生産手段が発明され､ 労

働生産性が高まった｡ 今日では､ 企業の生産力が向上し､ 大量生産・大量消費

に対応するために､ 大量販売が課題となった｡ しかし､ 多くの資本主義諸国に

おいて､ 流通は､ 経済の中で最も後れた部門であり､ 流通効率化が､ 重要な課

題であった｡ 企業は､ 存続するために､ 生業性から脱して､ 資本蓄積と企業的

発展を図る必要がある｡ そのためには､ 明確に ｢家計と経営の分離｣ を行い､

企業意識をもつ必要がある｡ とりわけ､ 資本主義の歴史の中で､ 近代的発展か

ら取り残されてきた流通経路の中に位置してきた中小小売商は､ その存続のた

めに､ 近代的性格をもつ必要に迫られている｡

本稿では､ 中小小売商の存続・発展において､ 生業性からの脱却と資本蓄積､

企業的発展を図ることの必要性についての分析を試みることとする｡

2. 流通革命と寡占

資本主義が成立すると､ 堅実な産業資本が成長した｡ 産業資本 (工業) は､

ヨーロッパの農村工業を起源とする｡ 資本家は､ 市場において､ 生産手段 (設

備・原材料) と労働力を購入し､ 生産活動を行い､ 製品を販売することによっ

て､ 価値を実現する｡ こうして､ 資本家は､ より大きな貨幣を手にすることが

可能となる｡ この資本循環を繰り返すことによって､ 企業は､ 資本蓄積 (内部

留保・内部蓄積) を行い､ 存続し､ 企業規模を拡大することが可能となる｡ 資

本循環 (購買過程､ 生産過程､ 販売過程) は､ 消費者への小売りによって完結

する｡ 企業は､ 資本 (資金) 循環の速度を速めることが､ 企業の存続・発展に
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とって､ 課題となる｡

資本主義の成立とともに､ 企業の生産性が高まり､ 商品は､ 低コストで､ 大

量に生産されることになった｡ しかし､ 市場における需要(6)は､ 生産力の向上

ほど拡大せず､ 需要を求める企業間の競争が激化(7)し､ また､ 非効率な流通経

路の合理化が､ 重要な課題となった｡ 高まった生産力に対して､ 円滑に､ 商品

を流通させる必要が生じることになった｡ ここで､ 小売りは､ 資本循環の末端

に位置し､ 生産者がつくりだした価値を実現するために､ 不可欠な役割を担う｡

資本主義の発展の中で､ 企業の生産力が急速に向上したが､ 同時に､ 流通経路

の合理化が課題となった｡

19 世紀後半には､ アメリカにおいて､ 近代的大企業が成立した｡ 現代は､

巨大な近代企業が成長し､ 近代的大企業は､ 規模の経済(8)､ 範囲の経済､ 速度

の経済(9)を特徴とする｡ 20 世紀への転換期において､ 一部の大企業は､ 独占を

形成することになった(10)｡ 独占は､ 消費者の不利益となることが､ しばしばみ

られた(11)｡

19 世紀後半以降､ 世界の小売業界の革新の中心は､ アメリカであった｡ 通

信販売､ ディスカウント・ストア､ 近年では､ EC (電子商取引) の拡大が重

要な要因であったが､ 1930 年のセルフ・サービスとスーパー・マーケットの

革新は､ 重要であった｡ スーパー・マーケットの出現は､ その後の小売業の革

新において､ 中心的な役割を担った｡ 1950 年代後半から 1960 年代にかけて､

日本では､ スーパー・マーケットの誕生が相次いだ(12)｡ 資本主義の成立によっ

て､ 産業資本 (工業) が成長したが､ 流通は､ 非効率な構造が残った｡

小売業においては､ 交通手段が未発達な段階においては､ 市場が分散してい

て､ 大規模化が困難であった｡ 資本主義における工業の成長と生産力の向上は､

流通の効率化を求めることになった｡ 巨大化した生産者にとっても､ 販売を円

滑化することが必要であった｡ 今日では､ 企業の存立・発展にとって､ 企業家

精神が､ 重要であることが､ 広く認識され､ 流通経路が効率化され､ 巨大メー

カーによって大量に生産された標準品が低価格で消費者の手元に､ 届くように
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なった｡ 今日､ 流通経路はより短縮化している｡ 流通の近代化は､ 主に､ 過剰

なサービスの削減と低コスト・低価格を目的とする｡ 巨大な商業資本の競争を

軸に､ 業界の活動は展開され､ 寡占体制が形成されている｡ 今日､ 企業の活動

にとって､ 知識・情報の役割が､ 益々､ 高まっている｡ 他方､ 企業は､ 革新の

ためには､ 貨幣が必要となるが､ 中小企業においては､ 資金的余裕は､ 大きく

ない｡ 中小小売商が存立する余地は､ 益々､ 小さくなっている｡

1962 年､ 林周二は 『流通革命』 を著した｡ 1960 年代以降､ 日本においても

スーパー・マーケット形態の小売店が出現し､ 大量生産と大量販売が出現し､

流通が太く､ 短くなり､ 経路が短縮化されるというものであった(13)｡ 『流通革

命』 は､ 問屋の排除を唱える問屋無用論であった(14)｡ 流通革命は､ 1960 年代

以降の第一次流通革命と 1990 年代以降の第二次流通革命があり､ 第一次流通

革命においては､ 高度経済成長の中で､ 経済全体の規模が拡大する中で､ 多く

の中小零細小売商は存続した｡ しかし､ 1990 年代以降､ 日本においては､ バ

ブル経済の崩壊があり､ 経済の停滞の中で､ 国内市場は､ 拡大せず､ 2000 年､

大規模小売店舗立地法が施行され､ 小売業界の競争が自由化すると､ 零細小売

商を中心に､ 商店数が急減し､ 寡占化が進展した｡

企業は､ 機能することによって､ 社会の中で存続を許される存在であり､ 社

会は急速に変化しており､ 存続するために革新が必要となる｡ 資本主義経済を､

特徴づけるのは､ 革新と変化である｡ 戦後日本の経済政策は､ 長らく､ 経済的

弱者に対する保護政策が中心であった｡ 日本の中小企業政策においては､ 中小

企業に対する保護が趨勢であった｡ とりわけ､ 日本においては､ 多数の中小小

売商が存在しており､ 余剰労働力を吸収するという側面において､ 重要な役割

を担ってきた｡ 1956 年に､ 百貨店法が施行され､ スーパー・マーケットの成

長とともに､ 1973 年に大規模小売店舗法が施行された｡ これらの法律の基調

は､ 中小零細小売商の保護であった｡ 2000 年施行の大規模小売店舗立地法に

よって､ 大型店の自由な出店が可能となり､ 日本の小売業においても､ 自由競

争の条件が整備された｡
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近年､ 新自由主義(15)的政策によって､ 市場における小売店の競争が､ 自由化

した｡ 新自由主義によって､ 大企業に対する規制や経済的弱者への保護を排し

て､ 市場における自由競争を活性化させることが､ 国の産業の活性化と競争力

の向上､ 国力の強化にとって､ 重要であるとの認識が一般化することになった｡

この結果､ 巨大な商業資本を軸に､ 小売業の競争は展開されるようになった｡

業界の寡占化が進展(16)し､ 郊外に大規模なショッピング・センターや､ 大型専

門店が多数出店する反面､ 既存の商店街が停滞・衰退し､ 多くの零細な小売商

は､ 急速に減少している｡ モータリゼーションの進展によって､ 小売店舗の立

地条件が変化し､ 大規模で､ 多角化した業態の店舗が､ 増大している｡ 同時に

｢総合｣ から ｢専業化｣ への移行が進展しており､ 他方､ 中小小売商は､ 存続

が､ 困難な状況に追い込まれている｡ しかし､ 小売業という地域密着的な性格

から､ 中小小売商の存立の余地は､ 存在すると考えられる｡

3. ｢家計と経営の分離｣ と資本蓄積

伝統的な商業において､ 長く複雑な流通経路が存在し､ 生業的な零細な小売

業者が多数存立していた｡ ここでは､ 生業意識が強く残り､ 資本蓄積の意識が

弱かった｡ 零細な商人は生業的であり､ ｢家計と経営の未分離｣ ｢住居と職場の

未分離｣ の特徴がみられた｡ 企業は､ 発展を実現するために､ ｢家計と経営の

分離｣ を行い､ 利益の一部を蓄積する必要がある｡ 従業員のモチベーションを

高め､ 企業が存続・発展するためには､ 生業意識から脱却し､ 資本蓄積を図り､

企業意識をもつことが必要となる｡ 企業が存続するためには､ 社会の変化に適

合した､ 革新が必要となる(17)｡ ここで､ 資本主義経済は､ 変化する風景であり､

この変化を生み出すのは､ 革新 (イノベーション) である｡ シュンペーターが

指摘したように､ 社会は､ ｢変化する動態｣(18) である｡ ｢およそ資本主義は､ 本

来経済変動の形態ないし方法であって､ けっして静態的ではないのみならず､

けっして静態的たりえないものである｡ しかも資本主義過程のこの発展的性格
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は､ ただ単に社会的､ 自然的環境が変化し､ それによってまた経済活動の与件

が変化するという状態のなかで経済活動が営まれる､ といった事実にもとづく

ものではない｡ …その運動を継続せしめる基本的衝動は､ 資本主義的企業の創

造にかかる新消費財､ 新生産方式ないし新輸送方法､ 新市場､ 新産業組織形態

からもたらされるものである｣(19) 企業は､ 社会の中で機能する必要がある｡ 企

業は､ 存続するために､ 社会の変化に適応して､ 絶えざる革新を行うことが必

要である｡ シュンペーターは､ 企業の大規模化とともに､ 中小企業は､ 企業そ

の存在余地を失い企業は､ 無用化するとした｡ ｢完全に官庁化した巨大な産業

単位は中小規模企業を追い出し､ その所有者を 『収奪』 するのみならず､ つい

には企業者自体をも追い出し､ …その過程においてブルジョア階級は､ 自己の

所得を失うのみならず､ それこそもっとも重要なことであるが､ その機能 (＝

企業者職能) をも失うのをいかんともしがたい｣(20) しかし､ 実際には､ 革新に

おいては､ 中小企業が重要な役割を担ってきた｡

ここに､ 中小小売商の存立の可能性が存在する｡ 企業が存続するためには､

社会の変化によって生じた新しい機会に対して､ リスクをとって挑戦すること

が必要となる｡ 革新は､ 安易な生活から生まれることは､ ほとんどなく､ 市場

内部の熾烈な競争 (逆境) の中で創出されることが多い(21)｡ 企業は､ 生き残る

ために､ 生業性から脱却し､ 社会の変化によって生じた事業機会に対して､ 日

頃蓄積した経営資源を積極的に投入する必要がある｡

戦後､ スーパー・マーケットの普及を契機に､ 革新が相次ぎ､ 流通の近代化

が急速に進展した｡ 他方､ 生業的な性格をもつ大部分の中小小売商は､ 苦境に

ある｡ この結果､ 商店街・問屋街が衰退し､ 零細小売店を中心に､ 中小小売商

は激減し､ 郊外型ショッピング・センター､ 大型専門店の出店による寡占化が

進展している｡ 小売企業の競争力は､ 立地・商品価格によってのみで､ 決定さ

れるものではない｡ 買い物は､ 生活文化の一つであり､ 価格・品質・サービス

によって､ 消費行動を行う｡ 小売商のサービスによっても､ 集客力は､ 大きな

影響を受ける｡ ここに､ 中小小売商が､ 社会において機能する可能性が存在す
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る｡ ここでは､ 社会の変化に適応した､ 絶えざる革新 (イノベーション) が必

要である｡ 企業は､ 資本蓄積を重視し､ 企業的意識をもつことが､ 必要となる｡

このように､ 中小小売商においても､ 存続するために､ 資本蓄積と革新､ 企業

的発展への努力が必要となる｡

4. 分業と企業的発展

新自由主義と自由競争の一般化に伴って､ 中小小売商は苦境にある｡ 中小小

売商は､ 生業性から脱して､ 利益の一部を蓄積し､ 企業的発展を図る必要があ

る｡ 個人企業の時代には､ 経営者のコツ・カン・経験が､ 重要な役割を担って

きたが､ 大企業の経営において､ 知識・情報の役割が重要になった｡ 企業の端

緒的形態は､ 個人企業である(22)｡ 企業の原点は､ 個人企業であり､ 大企業の多

くは､ こうした個人企業から成長・発展した｡ しかし､ 競争は独占に転化する｡

20 世紀への転換期には､ 自由競争のなかで､ 独占企業が形成されることになっ

た｡ 近代化された企業は､ 経営者のコツ・カンに加えて､ 経営技術 (管理技術)

を､ 経営に活用しようとする(23)｡ F.W.テイラーは､ 『科学的管理法』 (1917)

において､ ｢経験から科学へ､ 対立から協調へ｣ の精神革命を唱えた(24)｡ これ

は､ 知識・情報を細分化した職務に適用して､ 生産性を向上させようとするも

のであった｡

他方､ 企業の革新(25)と発展の基礎には､ 資本蓄積と信用が必要となる｡ ここ

で､ 社会における信用 (暖簾) は､ 企業の存続に､ 重要な役割を担っている(26)｡

かつて､ 消費者は､ 商品に対して､ 十分な情報をもっておらず､ 掛値にみられ

るように､ 商品の価格は､ 商人の判断で､ 変更が加えられた(27)｡ 信用は､ 法令

遵守や倫理的行動､ 社会貢献によって､ 形成される｡ また､ 企業は､ 社会の中

で存続するために､ 信用を重視する必要がある｡ 企業は､ 顧客・株主・従業員・

取引先・金融機関・地域・行政などのステイク・ホルダーの支持の上に､ 存続

が可能となる｡ 企業は､ 社会の信用によって､ 存立・存続が可能となる｡
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企業は､ 存続するために､ 合理的な分業によって労働生産性を高めると共に､

社会の信用の獲得に努めることが必要である(28)｡ 社会の信用は､ 中世における

前期的商人のもつ投機・暴利・僥倖・高利貸し的性格によって実現することは､

困難であった｡ 最初に､ 堅実・忍耐・努力といった､ 近代資本主義の精神をもっ

たのは､ ヨーロッパの農村工業から発展した産業資本家であった｡ 資本主義体

制が成立すると､ 経済の主導権は､ 堅実な産業資本 (工業) に移行した｡ 巨大

な産業資本 (メーカー) が出現し､ 経済の成長を､ 主導するようになった｡ こ

のような産業資本家は､ 堅実の精神を基礎として発展を遂げた｡

企業は､ ステイク・ホルダーの支持がなければ､ 存続できない｡ 企業は､ 顧

客のニーズを充足と同時に､ 社会の信用を獲得することによって､ 存立が可能

となる｡ 企業が､ 一旦､ 社会での信用を失えば､ 存続の危機に陥る(29)｡ 企業の

存続にとって､ 暖簾は､ 企業が､ 第一に守るべき重要な財産であり､ 何より優

先して､ 守るべきものである｡ 企業は､ コーポレート・ガバナンス (企業統治)

に配慮し､ 社会の信用の維持に努める必要がある｡ 最終的に､ 企業の存立を可

能にするのは､ 企業の社会の内部における信用であり､ 社会における信用を獲

得するためには､ 企業は､ 自らの社会的責任を認識し､ 企業的発展を図る必要

がある｡ 企業の社会的責任とは､ 法令に従うこと､ 道徳的・倫理的諸基準を決

定し､ それらを遵守すること､ 社会貢献的行為の 3つである(30)｡ 中小小売商に

おいても､ 存続するために､ 合理的な分業によって､ 労働生産性を高め､ 利益

の一部を蓄積し､ 信用の基礎の上に経営技術を用い､ 革新と企業的発展を図る

努力が必要となる｡

5. むすび

日本の小売業において､ 寡占化が著しい｡ 他方､ 中小小売商は､ 苦境にある｡

企業は､ 市場という大海に浮かぶ小舟(31)であり､ 先ずは､ 存続する必要がある｡

そのためには､ 企業は､ 資本蓄積と企業的発展を図り､ 競争力を高めることが
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必要である｡ 社会は常に変化しており､ 企業は､ 変化する環境の中で､ 事業機

会を発見し､ これを生かす必要がある(32)｡ 企業の存立意義は､ 顧客のニーズを

充足すると共に､ 社会と共存することであって､ このことによって､ 企業は､

社会の中で機能することが可能となる｡ 企業が､ 存続するためには､ 社会の変

化に適合した､ 絶えざる革新が必要となる｡ 同時に､ 社会的責任を果たすこと

によって社会との一体化を図る必要がある｡

市場における競争が自由化される中で､ 中小小売商の存続は､ 容易ではない｡

マックス・ウェーバーは､ 古くからある資本主義と近代資本主義とを分類した｡

古くからある資本主義の精神は､ 営利精神であるが､ 近代資本主義における企

業の目的は､ 隣人愛の実践(33)､ である｡ ｢中世および近代におけるユダヤ教の

経済倫理も､ ピューリタニズムに対比するとき､ 資本主義的エートスの発展に

おける両者の位置づけに決定的な意味をもつ諸特徴についてみると､ 両者は遠

くかけ離れたものだった｡ ユダヤ教は､ 政治あるいは投機を志向する 『冒険商

人』 的資本主義の側に立つものであって､ そのエートスは､ 賤民 (パーリア)

的資本主義のそれだったのに対して､ ピューリタニズムの担うエートスは､ 合

理的・市民的な経営と､ 労働の合理的組織のそれだった｣(34) 流通革命の潮流は､

過剰なサービスの削減と低価格が大きな動向であった｡ しかし､ 消費者ニーズ

は､ 品質・価格のみでなく､ サービスの役割が大きい｡ 標準的な食品・日用品

では､ 大型店が強力な競争力をもっているが､ 立地や地域性など､ 消費者ニー

ズは､ 多様であり､ このようなニーズに対応するにあたっては､ 中小企業の方

が有利な場合も多い｡

中小小売商は､ 存続するために､ 生業性から脱却し､ 利益の一部を蓄積し､

企業的発展を図ることが､ 必要となる｡ 社会は､ 急速に変化する｡ 企業は､ 社

会の変化に対応した革新の遂行によって､ 自らの存続を図る必要がある｡ しか

し､ 市場における競争によって､ 多くの生業的な中小小売商は､ その存立が､

困難となっている｡ 企業の存続・発展のためには､ 合理的な分業によって､ 労

働生産性を高めると共に､ 資本蓄積と革新を行い､ 事業の発展を図り､ 社会に
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おいて機能する必要がある｡ 革新は､ 逆境の中で創出される｡ 中小小売商は､

生業性を脱し､ 利益の一部を蓄積し､ 企業意識をもち､ 企業的発展に心掛ける

必要がある｡ このように､ 寡占企業と競争する上で､ 中小小売商の意識改革が

求められている｡
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年､ 39 頁｡

� F.W. テイラー､ 上野陽一訳 『(新版) 科学的管理法』 産能大学出版部､ 1969 年､ 352－
355 頁｡

� J.A. シュンペーターは､ ｢旧いものは概して自分自身のなかから新しい大躍進をおこな
う力を持たないからである｡ …鉄道を建設したものは一般に駅馬車の持主ではなかったの
である｣ 『経済発展の理論 (上)』 184 頁｡ とした｡

� 三井高利は､ 1673 年､ 江戸本町に､ 呉服屋の越後屋を開店した｡ 間口 9 尺 (2.7m) の
借り店舗から､ ｢店前現銀掛け値なし｣ ｢切り売り｣ の新商法で､ 得意先への訪問､ 盆暮れ
集金の手間を省き､ 経費 (コスト) を削減し､ 資金の回転を早め､ この現金販売は､ 商品
価格を下げる中心的な役割を担った｡ 『三越 100 年の記録』 2005 年､ 24－25 頁｡ 呉服の現
金売りは､ 名古屋でも普及し､ 伊藤屋 (名古屋､ 現在の松坂屋) は､ 1936 年､ ｢正札付き
現金掛け値なし｣ の看板を掲げ､ 一般大衆を相手とした｡ 『松坂屋百年史』 2010 年､ 7－13
頁｡

� 商人は､ 最初に､ 高い値付けを行い､ 相手 (顧客) を見て､ 値段を変えていった｡ また､
闇市にみられるような暴利を目的とする冒険商人がしばしば､ 出現した｡ これらの商人は､
短期的には､ 大きな利潤を獲得したが､ 長期的に､ 地域社会において存続することは､ 困
難であった｡

� 商人の社会的責任で注目されるのは､ 江戸時代の近江商人の活動である｡ ｢近江の国に
本家 (本宅) を置き､ 出店等を設け他国稼ぎをする商人｣ 松本宏編 『近江日野商人の研究－
山中兵右衛門家の経営と事業－』 日本経済新聞社､ 2010 年､ 1 頁｡ 近江商人は､ 全国を行
商し､ 信用が得られると店舗を出店した｡ 蛯名賢造 『日本橋の近江商人－柳谷外池宇兵衛
寅松家の 4百年』 新評論､ 2001 年､ 26－27 頁｡ 近江商人は､ 本拠地を離れての商売であっ
たため､ 取引先だけでなく､ 社会の信用を獲得することが必要であった｡ 近江商人は､ 江
戸初期の八幡商人に始まり､ 日野商人・五箇荘商人が､ これに続いた｡ 安岡重明・藤田貞
一郎・石川健次郎編著 『近江商人の経営遺産－その再評価－』 同文館､ 1992 年､ 31－35
頁｡ 1880 年代､ 初代伊藤忠兵衛は､ ｢商売は菩薩の業 (行) 商売道の尊さは､ 売り買い何
れをも益し､ 世の不足をうずめ､ 御仏の心にかなうもの｣ と語り､ のちに滋賀大学の小倉
榮一郎が､ ｢三方よし｣ (売り手よし､ 買い手によし､ 世間によし) の言葉を用い､ 定着し
た｡ 小倉榮一郎 『近江商人の経営』 サンブライト出版 ､ 1988 年､ 54 頁｡ ここで､ 近江商
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る近代経営』 中央経済社､ 1989 年､ 6 頁｡ として､ ｢世間｣ に対する貢献の重要性を指摘
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した｡ 企業が､ 顧客・地域の信用を得るためには､ 社会的責任の意識をもつ必要がある｡
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け｡ 熱海の旅館相手の青果商であったヤオハンは､ 1956 年､ 現金販売に転じ､ 国内の中
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